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2021年度 第２四半期決算

為替のプラス影響に加え、主にマシナリー事業が好調に推移し、増収となりました。
事業セグメント利益は、第２四半期の決算としてはIFRS移⾏後で過去最⾼となった前年同期と並ぶ⽔準となりました。

売上収益は、前年同期⽐ 12.5％増の1,765  億円となりました。

P&S事業は、⼯場の稼働率低下による供給制限がありましたが、
在宅向けの需要の強さは継続し、ミックスの改善や価格対応の効果、消耗品の堅調な推移により増収となりました。

マシナリー事業は、主に産業機器の中国での⾃動⾞関連向けの好調さや、⼯業⽤ミシンでのアパレル向け
設備投資需要の回復などにより、⼤幅増収となりました。

事業セグメント利益は、232億円となりました。

物流コストや部材のコストアップがありましたが、マシナリー事業・P&S事業における粗利増や為替のプラス効果により、
前年並みの⾼い⽔準となりました。

2021年度の通期業績予想
為替レートが想定よりも円安で推移したことによるプラス影響に加え、主に第２四半期でのP&S事業における利益の上振れを
反映し、各段階利益の⾒通しを上⽅修正いたします。
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それでは業績説明です。

2021年度の 第２四半期における売上収益は、前年同期⽐ 196億円増となる 1,765億円 となりました。
事業セグメント利益は、前年と同⽔準の232 億円、営業利益は、15億円増の 247億円となりました。



5

事業セグメントごとの業績の⼀覧です。
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2021年度 第２四半期の売上収益の増減要因です。

・P&S
供給制約による販売への影響があるものの、在宅勤務向けの⼩型複合機・プリンターの需要の強さが継続したこと、
ミックスの改善や価格対応の効果、消耗品の堅調な推移により増収となりました。

・P&H
需要は堅調も、東南アジアにおけるコロナ拡⼤による⼯場の稼働率低下に伴い供給制約が⽣じたことなどにより、
減収となりました。

・マシナリー
⼯業⽤ミシンのアパレル向け設備投資需要の回復、産業機器の⾃動⾞向けの中国需要の強さが牽引し、
⼤幅な増収となりました。

・N&C
度重なる緊急事態宣⾔の発令など厳しい状況が継続し、減収となりました。

・ドミノ
C&Ｍ/DPともに、製品・消耗品が堅調に推移し、増収となりました。

事業によって状況は異なっていますが、マシナリー事業・P&S事業の堅調な推移に
為替の円安によるプラス影響 81億円が加わり、全社では196億円増の 1,765 億円となりました。
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事業セグメント利益の増減要因です。

・為替影響
ほぼP&S事業によるものです。

・売上増減
マシナリー事業・P&S事業を中⼼に各事業の売上増が寄与しました。

・物流コスト（※これまでは売上増減に⼊っていたものを 21年度Q1決算から物流コストとして記載しています）
主にP&S事業での物流コスト（海上運賃・航空運賃）が増加しました。
航空輸送は、レーザー消耗品の供給遅延対応を実施したことによるものです。

・価格変動
主にP&S事業によるものです。ミックスの改善により、平均単価が上がりました。

・コスト変動
主にP&S事業での半導体や樹脂材料など、部材のコストアップによるものです。

・販管費増減
ほぼ全ての事業で販管費は増加しています。

マシナリー事業・P&S事業における粗利増や為替のプラス効果があったものの、
物流コストや部材コストアップにより事業セグメント利益は、前年度並みの232億円となりました。



8



9

2021年度の第２四半期累計期間の売上収益は、コロナの影響を⼤きく受けた前年から業績改善し、
前年⽐ 605億円増となる 3,505億円 となりました。

事業セグメント利益は、174 億円増の 494 億円、営業利益は、187億円増の 512億円となり、
利益率は1４％を上回りました。
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事業セグメントごとの業績の⼀覧です。
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2021年度 第２四半期累計期間の売上収益の増減要因です。

N&C事業は前年を下回りましたが、他の事業においては全て増収となっております。

・P&S
供給制約による販売への影響があるものの、在宅勤務向けの⼩型複合機・プリンターの需要の強さが継続したこと、
消耗品が堅調に推移したことにより増収となりました。

・P&H
主に第２四半期における東南アジアでのコロナ拡⼤による供給制約を受け、販売への影響があったものの、
第１四半期の業績が好調に推移したことにより、第２四半期累計期間全体では増収となりました。

・マシナリー
⼯業⽤ミシンのアパレル向け設備投資需要の回復、産業機器の⾃動⾞向けの中国需要の強さが牽引し、
⼤幅な増収となりました。

・N&C
度重なる緊急事態宣⾔の発令など、厳しい状況が続き減収となりました。

・ドミノ
C&Ｍ/DPともに、製品・消耗品が堅調に推移し、増収となりました。

為替は円安により188億円のプラスとなり、全社では605億円増の ３,505億円となりました。
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事業セグメント利益の増減要因です。主な要素についてコメントします。

・為替影響
ほぼP&S事業によるものです。

・売上増減
マシナリー事業・P&S事業を中⼼に各事業の売上増が寄与しました。

・物流コスト （※これまでは売上増減に⼊っていたものを 21年度Q1決算から物流コストとして記載しています）
主にP&S事業での物流コスト（海上運賃・航空運賃）が増加しました。
航空輸送は、⼯場ロックダウンの影響により、レーザー消耗品の供給遅延対応を実施したことによるものです。

・価格変動
主にP&S事業によるものです。ミックスの改善により、平均単価が上がりました。

・コスト変動
主にP&S事業での半導体や樹脂材料などの部材のコストアップによるものです。

・販管費増減
ほぼ全ての事業で販管費は増加しています。

これらにより、事業セグメント利益は、174億円増の 494 億円となりました。
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通期の業績予想は、為替レートが想定よりも円安で推移したことによるプラス影響に加え、
主に第２四半期でのP&S事業における利益の上振れを反映し、各段階利益の⾒通しを上⽅修正いたします。

売上収益は、事業により修正を加えていますが、全体として前回予想から変更はありません。

利益の⾒通しは、
事業セグメント利益は、100億円増の 780億円
営業利益は、 105 億円増の 780億円
親会社当期利益は、 70億円増の 530億円 に引き上げます。
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事業セグメントごとの業績予想の⼀覧です。
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2021年度の売上収益・事業セグメント利益の前回予想からの主な修正要因です。

・P&S事業については、第2四半期での前回予想を上回る業績の好調さを受け、売上・利益ともに上⽅修正。

・P&H事業については、
⼯場の稼働率低下による供給不⾜の影響、巣ごもり需要の⼀巡などを織り込み売上は下⽅修正も、
利益については第２四半期の上振れや製品ミックス改善の効果により上⽅修正。

・マシナリー事業・ドミノ事業については第２四半期の好調さを織り込み、売上・利益ともに上⽅修正。

・N&C事業は、下期の市場回復の前提を⾒直し、売上・利益ともに下⽅修正。

これらに為替のプラス影響が加わり、事業セグメント利益全体として、通期の業績⾒通しを引き上げます。
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ネットキャッシュは、1,346億円となりました。

棚卸資産の⽔準は、主にP&S事業での消耗品在庫の充⾜が進んだことなどにより、若⼲上がっています。
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2021年度の設備投資、減価償却費、研究開発費については前回公表時からの変更はありません。
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P&S事業の第２四半期の売上収益は 1,061億円。現地通貨ベースでの伸び率はプラス6.2％の増収となりました。

・ 通信・プリンティング機器
売上収益は920 億円。現地通貨ベースでの伸び率は、プラス5.0％の増収となりました。

インクジェット複合機においては、前年は⼯場のロックダウンによる供給制約がありましたが、
今期は供給状況は改善に向かい、製品本体の販売数量は⼤幅に増加しました。

⼀⽅で、レーザー複合機・プリンターでは、コロナ影響により⼯場の稼働率が低下したことでの供給制約が影響し、
製品本体の販売数量は落ち込みました。消耗品については供給遅延への対策として空輸対応を実施しました。

製品により供給状況に差が出ているものの、在宅勤務向けの製品本体の需要は引き続き強く、
ミックスの改善や価格対応の効果に消耗品の堅調な推移と為替のプラス影響も加わり、事業全体で増収となりました。

・ 電⼦⽂具
売上収益は141億円。現地通貨ベースでの伸び率は プラス14.9％の増収となりました。
ラベルライター・ラベルプリンター、モバイルプリンターを中⼼とするソリューション分野とも、需要の回復により増収となりました。

事業セグメント利益は、為替のプラス影響、消耗品全般の堅調な推移があったものの
部材・物流コストの増加が響き、前年同期⽐マイナス16.0％の159億円となりました。
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第２四半期における主要製品の売上伸び率・構成⽐です。

・売上伸び率（現地通貨ベース）
レーザー（LBP）の売上伸び率は、本体がマイナス9%、消耗品はプラス9％となりました。
⼯場の操業が低下していたことによる製品本体の供給制約は徐々に改善しつつありますが、挽回にはいたっていません。
消耗品は、お客様対応優先のため航空輸送を⾏い、在庫の充⾜に努めています。

インクジェット（IJP）の売上伸び率は、本体がプラス87％、消耗品はマイナス10%となりました。
前年は年間を通じて供給制約のため本体の売上は⼤きく落ち込んでいましたが、今年度は供給状況が改善したことで
⼤きく伸びています。

・販売台数伸び率︓
レーザー（LBP）では、供給制約が影響し、マイナス16％となりました。
⼀⽅、インクジェット（IJP）では、⼯場のロックダウン影響を受け販売台数が⼤きく落ち込んだ前年同期と⽐較して、
供給状況は改善し、プラス101％となりました。
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P&H事業の第２四半期の売上収益は134億円、現地通貨ベースでの伸び率は、マイナス10.9％の減収となりました。

⾜元での需要は、海外では総じて堅調に推移したものの、
東南アジアでのコロナ感染拡⼤により⼯場の稼働率が低下し、供給制約による販売機会の損失が⽣じました。

事業セグメント利益については、部材のコストなどは増加したものの、製品ミックスの改善や販促費の抑制などにより、
前年同期とほぼ並ぶ⾼い⽔準となりました。
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マシナリー事業の第２四半期は、３つの事業全てにおいて、売上、利益ともに好調に推移しました。

売上収益は、マシナリー事業全体で271億円。
現地通貨ベースでの伸び率は、プラス38.3％の⼤幅な増収となりました。

売上収益の内訳は、
⼯業⽤ミシンが80 億円、産業機器が141億円、⼯業⽤部品が50億円となりました。

・⼯業⽤ミシン
⼯業⽤ミシンについて、アジア・中国向けでのアパレル設備投資需要の回復により、好調に推移しました。

・産業機器
中国の⾃動⾞関連市場向けが堅調に推移したことに加え、前年度末のIT関連顧客向けのスポット受注の効果もあり、
⼤幅な増収となりました。

・⼯業⽤部品
設備投資需要の回復により、減速機・⻭⾞ともに⼤幅な増収となりました。

事業セグメント利益は、増収効果により、前年同期の8億円に対して36億円となり、⼤幅な増益となりました。
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四半期ごとの売上収益と受注額です。

受注額は、国内受注と海外受注を合わせた製品本体受注の合計額です。
中国向けを中⼼に前年との⽐較では受注の強い状態が継続していますが、21年度の第１四半期と⽐較すると
第２四半期での受注は落ち着きを⾒せています。

⽇⼯会の受注統計でも同様に、内需・外需とも回復は進んでいますが、中国だけを切り出してみると勢いの鈍化が
⾒られます。
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N&C事業の第2四半期の売上収益は64億円、前年同期⽐マイナス27.7%の減収となりました。

国内でのコロナ再拡⼤の影響による度重なる緊急事態宣⾔の発令など、厳しい経営環境が続き、
店舗事業、カラオケ事業ともに売上収益は前年を下回りました。

事業セグメント利益については、費⽤削減を進めたものの、コロナ再拡⼤による影響を補いきれず、
前年同期の4億円の⾚字に対して12億円の⾚字となりました。

営業利益については、雇⽤調整助成⾦の効果もありましたが、5億円の⾚字となりました。
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ドミノ事業の第２四半期の売上収益は204億円、ポンドベースの伸び率は、プラス9.9％の増収となりました。

製品本体は、C&Mに加えてDPも市況が回復し、消耗品についてもC&M/DPともに引き続き堅調に推移しています。

事業セグメント利益については、22億円となりました。
主に売上増による効果により、前年同期⽐プラス39.9％の⼤幅な増益となりました。
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本⽇11⽉8⽇、連結⼦会社のニッセイに対する公開買付けを実施することを発表しました。

ニッセイは、2013年1⽉にブラザー⼯業が連結⼦会社化した⼩型ギアモータ・OEM⻭⾞市場におけるトップメーカーです。
ニッセイが担う⼯業⽤部品事業は、マシナリー事業に属しており、主に減速機事業と⻭⾞事業の2つの事業で構成されています。
減速機事業では、搬送機械・⼯作機械・⾷品包装機械など様々な分野の幅広いお客様にギアモータなどを製造・販売し、⻭⾞事業では
、ロボット⽤精密⻭⾞をはじめ、⼯作機械⽤及び電動⼯具⽤などの各種OEM⻭⾞を製造・販売しています。

ブラザーグループでは、現中期戦略CS B2021で掲げた「マシナリー・FA領域の成⻑加速」の実現に向けて、今後成⻑が期待されるロボッ
ト市場やFA機器市場に特に注⼒しており、ニッセイの精密⻭⾞での新規案件獲得や、新しく開発した⾼剛性減速機の市場投⼊のスピー
ドアップにより、更なる売上拡⼤に向けて取り組みをすすめています。

ブラザー⼯業は現在60.17％のニッセイ株式を保有していますが、本公開買付けにより、ニッセイの完全⼦会社化を⽬指します。
ニッセイを完全⼦会社化・⾮公開化することで、両社の連携、及び経営資源やノウハウの共有、⼈材交流の活性化をさらに積極的に推
進します。カーボンニュートラルやデジタル化の加速など、事業環境が⼤きく変化していく中、ブラザーとニッセイがこれまで以上に⼀丸となり、
グループとして、多様な独⾃技術やグローバルネットワークを強みに事業を拡⼤し、本⽇これよりお話させていただく新しいブラザーグループの
ビジョンで掲げている「産業⽤領域での⾶躍」を加速してまいります。

公開買付けの概要はこちらのスライドの通りであり、明⽇11⽉9⽇より公開買付けを開始します。公開買付けの結果については、リリース
等にてあらためてお知らせします。



※ブラザーグループ新ビジョン「At your side 2030」に関する説明資料は、
2021年10⽉6⽇（⽔）に以下のウェブサイトで公開したものと同じものです。
https://global.brother/ja/corporate/vision
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はじめに、新ビジョン策定の背景についてご説明します。
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ブラザーグループは、1908年にミシンの修理業ではじまり、その後、独⾃の技術開発を⾏い、蓄積したコア技術を駆使して事
業を多⾓化し、お客様のニーズの変化をとらえながら事業を変⾰してきました。あらゆる場⾯で、お客様を第⼀に考えた、ユニ
ークでオリジナリティーのあるモノ創りが我々の成⻑の原動⼒となってまいりました。

また、「働きたい⼈に仕事をつくる」、「愉快な⼯場をつくる」、「輸⼊産業を輸出産業にする」ことを創業の精神で謳っており、
ブラザーでは古くから社会に貢献し、明るく、従業員がやりがいを持って働くことができる職場環境の構築を⽬指して事業活
動を⾏っています。
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ブラザーグループは”At your side.”の精神で、事業を展開してまいりました。

”At your side”とは、あらゆる場⾯でお客様を第⼀に考え、常にお客様の⽴場に⽴って物事を考え、
事業を進めていくということで、ブラザーが⼤切にしてきた精神です。

また、世界中のブラザーグループ従業員約4万⼈の活動の礎となるのが、「ブラザーグループ グローバル憲章」です。
今では28か国語に翻訳され、世界40以上の国と地域で働くすべてのブラザーグループ従業員に展開されています。
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昨今、社会の変化に加え、ブラザーを取り巻く事業環境は⼤きく変化しています。
働き⽅の変⾰は、新型コロナウイルスの流⾏でさらに加速し、サステナビリティに対する要望の⾼まりや、企業の存在意義や
価値を問う動きは拡⼤しています。ブラザーのビジネスを取り巻く環境も、デジタル化やリモート化などをはじめとした変化が起
きています。

我々がこのような変化に対応しながら、成⻑していくためには、⻑期的な視点で⽬指す姿を描き、戦略へつなげていく必要が
あると考え、2030年度に向けた新しいビジョンの策定を⾏うこととしました。
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新しいビジョンの名称は、「At your side2030（ニーマルサンマル）」です。

今後も変えてはいけない”At your side.”の精神を意識し、⼤切にしながら、ブラザーグループの2030年度に向けた⽅向
性を⽰すものとして名付けました。

このビジョンは、ブラザーグループの次世代を担うメンバーがコロナ禍の中リモートを駆使して話し合いを重ねて案を作り、役員
も加わりさらに検討を重ね、約10カ⽉の期間を費やして完成させました。
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今回のビジョンでは、我々は何のために存在し、そしてどのような価値を社会に提供できるのかを⽰しました。そして2030年と
いう具体的なゴールを設定することで、今後はそこからバックキャスティングで戦略に落とし込んでいきます。

なお、このビジョンに基づく次期中期戦略につきましては、現在策定中で、来年春ごろの発表を予定しております。
少し先になりますが、詳しい内容については発表までお待ちいただければと存じます。
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次に、ビジョンの構成についてご説明いたします。
私たちブラザーグループの「あり続けたい姿」を起点に、お客様や社会へどのように価値を提供するのか、そして具体的に
2030年までにどのような分野に注⼒していくのかを⽰しています。
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これから具体的に「あり続けたい姿」「価値の提供⽅法」「注⼒領域」についてご説明いたします。
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まずは、あり続けたい姿についてです。

ブラザーグループは、
「世界中の “あなた” の⽣産性と創造性をすぐそばで⽀え、社会の発展と地球の未来に貢献する」、
このような存在であり続けたいと考えます。
これは、ブラザーが提供する普遍的な価値や存在意義を⽰すものです。この「⽣産性と創造性を向上させたい」という思想が
まさに、”At your side.”の精神であり、これからもしっかりと引き継いでいくべきものです。
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あり続けたい姿にある「あなた」とは、まずはお客様ですが、同時にブラザーグループの従業員のことでもあります。つまり、私たち
⾃らも⽣産性・創造性を向上させていくという考えです。
そして、カーボンニュートラルなどをはじめとしたサステナビリティに対する要請がますます⾼まる中、ブラザーの存在意義は社会
と地球に貢献し、よりよい未来を作ることであると明確に宣⾔いたしました。
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続いて、価値の提供⽅法についてです。
ブラザーが持つ多様な独⾃技術とグローバルネットワークを強みに、お客様の成功へのボトルネックを⾒つけ解消します。
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この図は販売ルートやお客様とのつながりの連続性と、技術のつながりによる広がりをタテ⽷・ヨコ⽷として表現し、製品やサー
ビスを配置したものです。
ブラザーは創業以来、独⾃の技術や販売ルート、お客様とのつながりの連続性を活かし、新たな事業を⽣み出してきました。
110年以上の歴史の中で織りなされたこの広がりこそが、ブラザーの強みです。

ブラザーでは「技術とは、お客様の役に⽴ち、ボトルネックを解消するための⼿段」だと考えます。
今後もこれら、技術と販路、お客様とのつながりを⽣かし、お客様のボトルネックを解消するための最適な技術を活⽤すること
で、新たな価値を提供し続けます。
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また、ブラザーは現在40以上の国と地域に⽣産・販売・サービス、開発拠点を持ち、グローバルに展開しています。
これらの拠点網を⽣かし、製品やサービスに対する世界中のお客様からの声をお聞きし、速いスピードで改善を実施して次に
つなげてまいりました。今後はこれに加えて、外部のパートナーと連携することで情報や学びを得ながら、優れた価値をグロー
バルに迅速に提供していきます。
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「ボトルネック」とは、お客様の価値創造のプロセスであるバリューチェーンにおいて、スムーズな流れが妨げられている箇所のこと
です。
新ビジョンではお客様が認識している課題だけではなく、お客様の仕事を注意深く観察することで、「お客様が気づいていない
課題」を⾒つけに⾏く、というとても難しい領域にもチャレンジします。
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さらに、モノづくりにとどまらない、価値提供を⾏っていきます。
ブラザーはモノづくりを中⼼として価値を提供してきた会社ですが、今後は、モノづくりで培った強みを⽣かしながら、デジタル技
術の活⽤など、”コト”の提供もさらに強化していくことで、価値提供の輪を広げ、お客様のボトルネック解消に貢献していきま
す。
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続いて、2030年度までの注⼒領域についてご説明します。

産業⽤領域でのかけがえのないパートナーになること、
また、プリンティングでのオンリーワンを極め、次を切り拓いていくことを、⽬指します。

48



まずは、産業⽤領域についてです。

ブラザーでは、マシナリー・FA、産業⽤印刷などの産業⽤途向けのビジネスを展開しています。特にブラザーの強みが活きる領
域において、⽣産性の向上と、働く⼈々や、地球環境に関わる課題を解決し、お客様にとってのベストパートナーとしての信
頼を確かなものにしていくことを⽬指します。
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続いて、プリンティングについてです。

リモートワークの拡⼤や、デジタル化などにより、オフィスワークや、プリンティングビジネスを取り巻く環境が⼤きく変わる中におい
ても、⼈々の期待に応え続けるための製品やサービスを提供し続けてまいります。また、これまでの事業の枠を超えて新たな
柱を築き、プリンター業界におけるオンリーワンの存在として、お客様に価値を提供していきます。
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以上が、新しいブラザーグループのビジョン「At your side 2030（ニーマルサンマル）」のご説明です。
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ブラザーが企業活動を続けていくうえで、地球環境への責任を果たすことは⼤変重要なことだと考えております。これから先は
、ブラザーグループの環境への取り組みについてご説明いたします。
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ブラザーグループでは以前より、世界各国の環境ラベルの積極的な取得、製品の省電⼒化に加え、トナーカートリッジの回収
・リサイクルなど、環境に配慮した製品および事業活動を⾏ってきました。
また、環境への負荷を最⼩限にするように定めた国際規格ISO14001に基づく環境活動の推進はもちろんのこと、化学物
質や有害物質に関するEUの制度、法律であるREACH（リーチ）規制、RoHS（ロース）指令の順守をはじめとした、化
学物質管理体制の構築も進めてきました。
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また、⽣物多様性保全を意識した、グローバルでの環境社会貢献活動の実施や、⾃社ウェブサイト”SDGs STORY”を通
じた社外への情報発信、従業員に対する環境教育の実施など、環境コミュニケーションも推進しています。

54



さらなる活動の加速化を⽬指して、持続的発展が可能な社会の実現に向けた環境⽬標「ブラザーグループ 環境ビジョン
2050」を2018年に策定しました。CO₂排出削減、資源循環、⽣物多様性保全の3つの項⽬で、2050年度までの⽬標
と2030年度までの中期⽬標を掲げ、活動をすすめています。
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2018年以降の具体的な取り組みについてご紹介いたします。

2018年には、ブラザーグループ環境ビジョンで定めたCO₂排出削減⽬標値が、SBT（サイエンス・ベースド・ターゲッツ・イニシ
アチブ）の認定を取得しました。SBTとは、温室効果ガス排出削減⽬標のことで、パリ協定が求める⽔準と整合した場合に
認定が得られるものです。
また、2020年には、気候変動に関する国際的な枠組みであるTCFD、気候関連財務情報開⽰タスクフォースの提⾔への
賛同を表明し、シナリオ分析の結果を公表しています。そのCO₂排出削減⽬標については、2030年度中期⽬標で掲げた「
スコープ1、2において2015年度⽐で30％削減する」という⽬標を既に、前倒しで達成しています。

※ご参考︓TCFDの提⾔に基づいたシナリオ分析の結果は、こちらからご覧いただけます。
https://global.brother/ja/sustainability/eco/cc
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2030年度までの中期⽬標で掲げていた スコープ1、2におけるCO₂の排出削減⽬標は達成しましたが、さらなる地球環境
への取り組みの強化を⽬指して、ブラザーグループ 環境ビジョン2050（ニーマルゴーマル）のCO₂排出⽬標を⾒直すことと
しました。
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⾚字部分が以前からの変更点です。
2030年にスコープ1,2において、2015年度⽐で65%削減し、
2050年のカーボンニュートラルと、バリューチェーン全体のCO₂排出最⼩化を⽬指します。
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カーボンニュートラル実現に向けた具体的な取り組み、環境分野への投資についてご説明します。
まずは⼯場をはじめとした世界各地のブラザーグループの拠点において、省エネ活動の推進に加え、太陽光パネル設置を中
⼼とした創エネ活動により、CO₂排出量を削減します。さらに、発電する際にCO₂を出さないCO₂フリー電⼒を購⼊するなど
し、カーボンニュートラルを実現していきます。

この活動の⼀環として、本社地区（名古屋市瑞穂区）においては、2020年２⽉のプレスリリースでお知らせ済みの新オフ
ィスビルを環境配慮型のビルとするほか、太陽光パネル設置による創エネ活動の推進なども進め、2026年度中にカーボンニ
ュートラルを達成する予定です。

※ご参考︓2020年2⽉26⽇（⽔）ニュースリリース「新社屋建設について」
https://www.brother.co.jp/news/2020/200226mizuho/index.aspx
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また、サステナビリティ分野への投資を⾏う⽶国のファンドへの出資を決めました。
そして、2050年のカーボンニュートラルを⽬指す、“ゼロカーボンシティ”福島県浪江町では、
⽔素活⽤社会の実現に向けた⽔素輸送システムの実証実験を進めています。

こうしたさまざまな活動を推進していくために、10⽉1⽇には気候変動に対応する専任の部⾨として
「気候変動対応戦略部」を新設しました。
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以上で、ブラザーの新ビジョンおよび環境ビジョンに関する説明を終わります。

ブラザーはこれからも “At your side.”の精神でお客様と向き合い、⼈と社会の持続的な発展を実現し、地球環境への責
任を果たすことで、よりよい未来に貢献していきます。
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